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○○○○    企業関連サービスが下支え企業関連サービスが下支え企業関連サービスが下支え企業関連サービスが下支え

　2004年12月の第３次産業活動指数は前月比横這いとなり、市場予想（コンセンサス▲0.1％、レンジ▲0.9

～＋0.4％）を若干上回った。前月が比較的高い伸びだっただけに前月比低下を予想していたのだが、結果

は横這いと、底堅さを示す結果となった。内訳では、暖冬の影響で小売業（前月比▲0.7％）、電気・ガ

ス・熱供給・水道業（同▲0.8％）などが落ち込んだものの、情報通信業(同＋4.3％)、飲食店・宿泊業（同

＋4.9％）などが下支えした。

　また、四半期でみても前期比＋0.6％と2四半期ぶりの上昇となっており、総じて良好な内容である。趨勢

としては第三次産業活動指数の緩やかな改善トレンドが続いていると評価して良い。四半期の内訳では、小

売業や個人向けサービス業など個人消費関連部門が低調に推移している一方で、情報通信業や対事業所サー

ビスといった企業向けサービス部門が好調だった。

○○○○    10101010－－－－12121212月期の日本経済停滞を再確認月期の日本経済停滞を再確認月期の日本経済停滞を再確認月期の日本経済停滞を再確認

　一方、同時に公表された12月の全産業活動指数は前月比▲0.3％（コンセンサス▲0.3％、レンジ▲0.9～

＋0.1％）と低下するなど、あまり芳しくない結果である。10－12月期でみても前期比▲0.2％と2四半期連

続での低下となっている。前述の通り第３次産業活動指数（同＋0.6％）は上昇したのだが、IT関連財の生

産調整の影響から鉱工業生産指数（同▲0.6％）が落ち込んでおり、足を引っ張る結果となった。全産業活

(単位：％）
第３次産業活動指数

電気・ガス・熱
供給・水道業 情報通信業 運輸業 卸・小売業 金融・保険業 不動産業

飲食店・宿泊
業 医療、福祉 サービス業

前期比 前年比 前期比 前期比 前期比 前期比 前期比 前期比 前期比 前期比 前期比
03 1－3月 0.7 0.6 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.1 0.8 ▲ 0.4 0.4 0.3 1.7 1.2

4－6月 0.1 0.8 ▲ 1.1 2.3 ▲ 1.3 0.0 1.3 1.2 ▲ 1.7 0.5 0.2
7－9月 0.1 0.1 ▲ 3.2 ▲ 1.7 0.9 ▲ 0.9 2.4 0.1 ▲ 0.0 1.0 0.5

10－12月 1.0 1.8 1.9 3.6 0.3 1.1 0.8 ▲ 0.2 1.9 0.6 0.5
04 1－3月 ▲ 0.1 2.3 1.7 ▲ 3.8 ▲ 0.5 0.1 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.5 1.2 ▲ 0.5

4－6月 1.6 2.3 2.0 2.7 0.3 0.1 3.2 1.7 0.9 0.7 2.9
7－9月 ▲ 0.3 2.2 0.1 ▲ 4.1 0.6 0.2 ▲ 2.4 0.1 ▲ 1.5 0.6 1.3
10－12月 0.6 1.7 ▲ 3.0 6.2 0.6 ▲ 0.1 0.4 0.3 ▲ 0.8 ▲ 0.0 0.9

03 1月 1.4 0.7 0.7 ▲ 0.6 0.3 2.5 0.0 1.2 0.1 1.3 1.0
2月 ▲ 0.1 0.9 ▲ 1.1 1.5 ▲ 0.1 ▲ 0.3 0.8 ▲ 0.6 ▲ 0.5 0.4 0.4
3月 ▲ 0.2 0.2 2.1 ▲ 2.5 ▲ 0.2 ▲ 0.6 ▲ 1.2 0.4 1.0 ▲ 0.1 0.7
4月 0.0 0.3 ▲ 1.1 2.4 ▲ 1.5 0.1 0.5 0.8 ▲ 3.1 ▲ 0.3 ▲ 0.5
5月 0.4 0.6 ▲ 1.5 ▲ 1.0 0.5 1.0 0.9 1.1 1.5 1.5 0.3
6月 0.1 1.6 ▲ 0.2 5.3 0.0 ▲ 0.6 2.2 ▲ 1.1 0.2 ▲ 0.9 ▲ 0.4
7月 ▲ 1.4 ▲ 1.3 ▲ 9.1 ▲ 7.3 0.6 ▲ 1.6 ▲ 0.1 ▲ 0.3 ▲ 1.0 1.2 0.0
8月 1.5 ▲ 0.1 7.8 3.5 0.1 1.2 0.4 1.6 ▲ 0.8 ▲ 0.7 0.8
9月 0.8 1.7 5.5 1.7 0.1 0.0 1.5 ▲ 0.6 2.6 0.9 0.3
10月 0.8 2.5 ▲ 3.8 0.4 1.3 3.0 0.6 ▲ 1.1 ▲ 0.1 0.6 0.0
11月 ▲ 1.2 0.5 ▲ 0.6 0.3 ▲ 2.0 ▲ 3.6 ▲ 0.7 1.0 ▲ 0.4 ▲ 0.5 0.2
12月 0.0 2.4 0.4 2.1 0.7 0.6 ▲ 1.5 0.3 2.5 0.1 ▲ 0.4

04 1月 2.1 2.6 2.9 ▲ 3.7 0.6 3.6 2.5 0.1 ▲ 2.2 2.4 2.3
2月 ▲ 3.5 2.6 ▲ 2.8 ▲ 2.2 ▲ 2.7 ▲ 4.1 ▲ 3.1 ▲ 3.3 ▲ 0.2 ▲ 3.8 ▲ 3.9
3月 1.6 1.9 1.8 ▲ 0.4 2.7 0.4 4.8 3.8 1.0 4.6 0.1
4月 2.2 3.3 0.1 4.1 ▲ 0.2 2.7 2.4 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.8 4.2
5月 ▲ 1.1 0.8 2.2 ▲ 3.5 ▲ 1.1 ▲ 3.2 ▲ 1.0 0.0 0.6 0.3 0.4
6月 0.9 2.8 0.5 6.2 1.4 2.5 ▲ 1.8 0.6 0.5 ▲ 1.3 ▲ 0.8
7月 ▲ 0.8 3.0 0.6 ▲ 11.1 1.0 0.8 ▲ 1.4 ▲ 0.6 ▲ 0.3 0.7 0.9
8月 0.3 2.2 ▲ 3.5 6.0 ▲ 1.5 ▲ 1.0 0.6 0.7 ▲ 4.1 1.3 0.2
9月 0.3 1.5 2.4 2.4 0.3 ▲ 1.3 0.5 ▲ 0.5 3.3 ▲ 0.6 1.7
10月 0.0 0.3 ▲ 1.8 1.7 0.8 1.8 ▲ 0.1 ▲ 0.9 ▲ 1.9 ▲ 0.5 ▲ 1.9
11月 0.4 2.7 ▲ 1.9 ▲ 0.8 0.2 ▲ 1.0 0.7 1.6 ▲ 1.9 0.9 2.3
12月 0.0 2.2 ▲ 0.8 4.3 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 1.4 0.6 4.9 ▲ 0.3 0.5

(出所）経済産業省「第３次産業活動指数」
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動指数は供給側から経済活動を示す統計である。同指数の2四半期連続の低下は、2004年後半の日本経済が

停滞していたことを改めて確認する内容であるといえるだろう。

　もっとも、1－3月期に関してみれば、鉱工業生産の落ち込みペースに歯止めが掛かってくる見込みである

ことや、10－12月期に不振だった個人消費の持ち直しが期待できることもあり、全産業活動指数の落ち込み

が続くとは考えにくい。日本経済がこのまま景気後退に陥るとの見方をとる必要はないと判断している。
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